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実績値
（過去４年間）

評価
区分 評価の考え方

評価
区分 評価の考え方

Ｈ22
Ｈ23
Ｈ24
Ｈ25

Ｈ25
（前年度）

H26
（当年度）

Ｈ27
（総合計画

終期）

１　高齢者福祉の充実

(1)高齢者の地域での安心した生活のサポート

■　一人暮らしの高齢者や高齢者だけの世帯が地域で安心して生活するために、生活の支援や見守りのためのネットワーク構築など、地域における日常的な支え合い活動の体制づくりを行う市町村の取組を支援します。

在宅医療総合推進事業 健康福祉部 医務課

　在宅医療提供体制を整備するための
設備整備補助や在宅医療に係る人材育
成、多職種連携、普及啓発等の事業費
補助を行う。また、在宅医療への移行を
円滑に進めるための冊子作成や小児等
の在宅医療体制の整備にも取り組む。

人材育成研修や多職種連携
に係る事業参加者

H24：172名（地域ﾘｰﾀﾞｰ）
H25：1,093名（人材育成研修）

約1,000人 1,000人 1,000人 - 12,000 13,108

　県内12地域における在宅医療人材
育成事業に約1,000人の医療・介護従
事者等が参加した。在宅医療に係る
人材育成、多職種連携、普及啓発を
行う2団体に補助金を交付した。 小児
等の在宅医療資源の冊子を作成し、
県内約900箇所の医療機関等に配布
した。

3

 ＱＯＬへの関心の高まり等から、在宅
医療・介護の提供体制の整備や連携
が求められている。市町村・関係団体
等と協働し、地域包括ケアシステムの
構築を進める必要がある。

4

　病床の機能分化に伴い在宅での医
療提供体制整備の必要性が高まって
いることから継続。
　小児等については現在実施している
国委託事業の実績を検証し今後の施
策を検討していく必要がある。

地域支え合い体制づくり事業 健康福祉部 介護高齢課

　介護基盤緊急整備等臨時特例基金を
活用し、一人暮らし高齢者などの社会的
弱者が、地域で安心した生活を続けられ
るよう、地域における日常的な支え合い
活動の体制づくりを行う市町村等を支援
する。

事業実施市町村数

Ｈ22 　:　-
Ｈ23  : 20市町村
Ｈ24　: 21市町村（延べ30市町
村）
Ｈ25　: 7市町村（延べ30市町
村）

－ －
国の基金事業
はH26年度末
で終了予定

- 9,000 10,492
　7市町村が買い物弱者支援や、人材
育成などの9事業を実施。

1

　財源となっていた基金事業が平成
26年度限りで終了となるが、一人暮ら
し高齢者などの社会的弱者が、地域
で安心した生活を続けられるような施
策は引き続き必要である。

1

　H26年度で介護基盤緊急整備等臨
時特例基金が終了するため、廃止。
　今後の対応についてはH27当初予
算編成時に検討。

■　日々の買い物に気軽に行けない高齢者を中心に、中心市街地商業活性化支援事業や商業活性化支援事業などの補助制度を活用し、市町村とともに商店街の取組を支援することで、買い物利便性の向上を促進します。

商店街活性化支援事業 産業経済部 商政課
　商店街の活性化を図るために商店街
団体等が実施するソフト事業及びハード
事業に対して補助する。

補助事業実施件数
Ｈ22：22件
Ｈ23：22件
Ｈ24：19件
Ｈ25：20件

20件 15件 100件 15,000 10,000 11,872 補助事業実施件数　20件 4

　商店街団体等が行う様々な取組に
対して補助することにより、地域社会
を支える商店街のにぎわいづくりや空
き店舗解消に一定の役割を果たして
おり、補助対象事業の見直しを図りつ
つ、継続して実施する必要がある。

4

　商店街団体等による主体的な取組
を促進し、地域の活性化を図るため、
継続。
　事業効果について検証を行うととも
に、県と市町村の役割分担も踏まえ、
効果的な支援となるよう、事業内容の
見直しを図っていく必要がある。

買い物弱者対策 産業経済部 商政課

　買い物弱者の支援事業を行う事業者
に対する補助や、買い物弱者支援につ
いて関係者の情報交換や連携を促進す
るための事業者交流会を開催する。

補助事業実施件数

Ｈ22：-件
Ｈ23：2件
Ｈ24：4件
Ｈ25：3件

2件 2件 15件 2,089 2,168 1,160 補助事業実施件数　3件 4

　高齢化の進展や身近な商店の撤退
等により、今後も買い物弱者問題は
広がることが予想されるため、より実
効性を高めるよう支援施策の見直しを
図りながら、引き続き実施していく必
要がある。

4

　買い物弱者問題は、今後も拡大が
予想される社会的な問題であり、福祉
部局・市町村との連携を強化しつつ、
継続的な取り組みが必要であるため、
継続。
　事業効果について検証を行うととも
に、より効果的な支援となるよう、事業
内容の見直しを図っていく必要があ
る。

■　認知症サポーターの養成や成年後見ネットワークの構築など、認知症高齢者を地域で支える環境づくりに取り組みます。

市民後見人養成講座 健康福祉部 介護高齢課

　市町村における市民後見人の養成・活
用の取り組みを支援し、市民後見養成
等の事業の理解を深めるための研修会
を開催する。

市町村職員を対象に市民後
見の研修会開催数

Ｈ22 :　　-
Ｈ23 :　研修会　1回　50人
Ｈ24　: 研修会　1回　27人
Ｈ25 :　研修会　1回　50人

研修会1回
参加者50人

研修会1回
参加者50人

研修会1回
参加者70人

192 165 99

　 市町村、地域包括支援センター職
員を対象に研修会を開催し、市民後
見人養成への理解の促進、普及啓発
を図った。

4
   今後も理解促進、啓発のための研
修会を開催していき、事業に取り組む
市町村数の増加に努めていく。

4
　市町村における市民後見人の育成
及び活用に向けた取り組みを推進す
るため、継続。

認知症施策推進事業 健康福祉部 介護高齢課

　県内の認知症施策にかかわる保健・医
療･介護の関係者からなる「認知症施策
推進会議」と「若年性認知症施策検討部
会」を開催し、総合的な施策の推進を図
る。

会議及部会の開催数

Ｈ22 :　　-
Ｈ23 :　推進会議　年2回開催
　　　  部会　　　　年1回開催
Ｈ24 :　推進会議　年1回開催
         部会　　　　年1回開催
H25:　推進会議　年1回開催

・推進会議
　年1回開催
・部会
　年1回開催

・推進会議
　年1回開催
・部会
　年1回開催

・推進会議
　年２回開催
・部会
　年１回開催

902 222 151

推進会議　１回
　各種認知症施策の概要、進捗状況
の報告、若年性ケア・モデル事業の報
告等

4
   引き続き関係機関と連携し、総合的
な認知症施策の推進を図っていく。

4
　認知症に係る総合的な施策の推進
を図るため、継続。

後期高齢者医療対策（財政安定化
基金）

健康福祉部 国保援護課

　保険料の未納リスク、給付増リスク、保
険料上昇による群馬県後期高齢者医療
広域連合財政への影響に対応するた
め、県に財政安定化基金を設置し、後期
高齢者医療制度財政の安定化を図る。

国、県、広域連合の基金拠
出率

Ｈ22：　0.03%
Ｈ23：　0.03%
Ｈ24：　0.09%
Ｈ25：　0.09%

0.09% 0.044％ 0.044% 1,741,827 280,748 1,741,752

　群馬県後期高齢者医療財政安定化
基金へ積立を行った。（負担割合：国・
県・広域連合1：1：1）
　また、保険料上昇抑制のため、基金
の取崩し・交付（1,199,000千円）を行っ
た。

4

　保険料上昇抑制に対応するため、
24年度に拠出率を引き上げたが、26
年度は国の標準（0.044％）に引き下
げた。
　法令に基づく事業であり、後期高齢
者医療制度財政の安定化を図る上で
必要不可欠である。

4
　法令に基づく事業であり、後期高齢者医
療を安定して運営するため継続。

決算額

Ｈ２５事業結果

事業の評価と改善の方向性（Ｈ27年度予算への対応）

Ｈ25
当初

（千円）

予算額

Ｈ26
当初

（千円）

Ｈ25
決算

（千円） ※評価区分の凡例
　　1 ．廃止・休止・終了　2．縮小・一部廃止・統合　3．拡充　4．継続
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個別事業名
（予算上の事業または事項）
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規
／
再
掲

担当部局

７　誰もが安心して生活できる福祉充実プロジェクト

政策目標の概要（Ａ）

　地域生活を送る上で特に困難を抱えることが多い高齢者や障害のある人の暮らしをさまざまな方面から支え、「ＱＯＬ（生活の質）の向上」を重視した福祉施策を充実させる。また、日常生活を行う上で困難となるバリアを取り除くバリアフリーの推進とともに、はじめからバリアを設けないようなユニ
バーサルデザインを取り入れた社会づくりの推進に取り組む。さらに、虐待防止対策、認知症対策、自殺対策など、さまざまな立場の人の福祉を守る対策を推進する。

部局評価 財政課評価

担当課 個別事業概要

目標・指標

成果(結果)を示す項目

目標値
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(2)介護サービス基盤の整備

■　特別養護老人ホームの入所待機者の状況を踏まえ、地域の実情や高齢者の心身の状況に応じた適切な施設や住宅の整備を積極的に推進します。

老人福祉施設・介護老人保健施設
整備費補助

健康福祉部 介護高齢課

　介護サービス基盤の充実を図るため、
群馬県高齢者保健福祉計画に基づく特
別養護老人ホームの創設・増床整備に
対して補助する。また、同計画に基づ
き、介護老人保健施設を計画的に整備
する。

介護保険施設整備状況
・特別養護老人ホーム（地域
密着型含む）
・介護老人保健施設整備状
況

Ｈ22 : 特養8,062床、老健6,071
床
Ｈ23 : 特養8,479床、老健6,086
床
Ｈ24 : 特養8,998床、老健6,116
床
Ｈ25 : 特養9,425床、老健6,148
床

特養　9,787床
老健　6,276床

特養　10,263
床
老健　6,366床

特別養護老人
ホーム（地域
密着型含む）
10,000床
介護老人保健
施設
6,366床
※Ｈ26年度末
※特養は開所
ベースの数値

656,282 1,391,960

特養
885,336
(H24から
の繰越分
480,900含
む)
老健6,540

特別養護老人ホーム整備
H25年度末整備済数
9,425床
　
介護老人保健施設整備
H25年度末整備済数
6,148床

4

  入所を希望する要介護者やその家
族のニーズに対応するため、H27年度
においても第６期高齢者保健福祉計
画に基づき、特別養護老人ホーム及
び介護老人保健施設の計画的な整備
を行う必要がある。

4
　特別養護老人ホーム、介護老人保
健施設について、計画的に整備を進
めるため、継続。

■　在宅や住み慣れた地域での生活が維持できるよう、居宅サービスや地域密着型サービス等の多様な介護基盤や支援の充実等を図ります。

地域密着型介護拠点緊急整備 健康福祉部 介護高齢課

　介護基盤緊急整備等臨時特例基金を
活用し、地域密着型サービスの拠点（小
規模特別養護老人ホーム、認知症高齢
者グループホーム、小規模多機能型居
宅介護事業所等）の整備を図るため、整
備費を市町村に交付する。

地域密着型サービスの拠点
整備補助の箇所数

Ｈ22  :　27箇所
Ｈ23  :　15箇所
Ｈ24  :　7箇所
Ｈ25  :  10箇所（H24繰越分2箇
所含む）

11箇所
4箇所（予算要
求箇所数）

国の基金事業
はH26年度末
で終了予定

364,973 162,302

437,000
（H24から
の繰越分
232,000を

含む）

　地域密着型サービス拠点の整備に
対して、整備費の助成を行った。H25
年度は10箇所整備（H24年度からの
繰越分2箇所を含む）。

1

　国の現行の基金事業はH26年度末
で終了予定。
　県としては、新たな財政支援制度に
おいても、現行の基金事業にも増して
充実したものとなるよう、国に要望して
いるところである。

1

　H26年度で介護基盤緊急整備等臨
時特例基金が終了するため、廃止。
　今後も計画的な整備を進められるよ
う、国に新たな財政支援制度を要望
する必要あり。

１　高齢者福祉の充実　小計 1,856,565

２　障害者福祉の充実

(1)障害者の地域生活の基盤整備

■　障害のある人が住み慣れた地域において個々のニーズにあった生活ができるよう、住まいの場としてのグループホームやケアホーム、日中活動の場としての通所型事業所など、地域生活の基盤整備を推進します。

障害者グループホーム等整備推
進

健康福祉部 障害政策課

　グループホーム事業者が事業の用に
供するために、新たに建物を建設する場
合等に必要となる工事費等に対する補
助や、初度備品購入費等に対する補助
を行う。

グループホー
ム
　1,396

グループホー
ム
　1,544

110,200 120,500 84,708

　グループホーム事業者が新たに
ホームを建設する場合に必要となる
工事費等を補助し、住まいの場の確
保に努めた。

4

　入所施設等からの地域移行先とし
て、グループホームの施設数と定員
の増が求められているため、継続して
設置促進を図る必要がある。

4
　地域移行の受け皿として必要な事
業であり、計画を踏まえて着実に整備
していく必要があるため、継続。

心身障害児（者）施設整備費補助 健康福祉部 障害政策課

　社会福祉法人等が行う施設整備 や設
 備整備に要する費用の一部を補助する
ことにより、施設利用者および入所者等
の福祉の向上を図る。

生活介護
  4,011

自立訓練
    325

就労(移行・Ａ
型・Ｂ型）
  2,324

生活介護
  4,146

自立訓練
    334

就労(移行・Ａ
型・Ｂ型）
  2,525

創設
369,330
大規模改
修5,188

（重点以
外）
218,112

創設
440,899
大規模改
修74,197

358,337

　社会福祉施設等施設整備は、障害
者の日中活動の場の整備、施設の老
朽化等に対応していくため継続して実
施する必要があり、Ｈ25年度において
も着実に実施した。

4

　防災拠点スペースを兼ね備えた日
中活動事業所の整備、老朽化した施
設の改修を実施することにより、障害
福祉サービスの充実に向けた施設整
備が図られた。
  今後も、引き続き、不足する日中活
動の場を整備するとともに、既存施設
の老朽化に対応した改修を進める必
要がある。

4

　グループホーム等の整備と合わせ
て、地域の実情やニーズ等を考慮しな
がら日中活動事業所の整備や、老朽
化施設の改修を進めていく必要があ
るため、継続。

地域活動支援センター施設整備 健康福祉部 障害政策課

　日中活動の場として、創作的活動、生
産活動、社会との交流の促進等の事業
を行う地域活動支援センターの施設整
備費に対して補助する。

地域活動支援センター設置
数

Ｈ22：70箇所
Ｈ23 ：77箇所
Ｈ24 ：85箇所
Ｈ25 ：85箇所

88箇所 89箇所 90箇所 17,250 12,150
12,150

（H26繰
越）

  日中活動の場として、創作的活動、
生産活動、社会との交流の促進等の
事業を行う地域活動支援センターを整
備した。

4

　日中活動の場として、地域活動支援
センターの施設数と定員の増が継続
的に求められているため、引き続き市
町村が実施する整備事業に対する財
政支援を行う。

4

　国庫補助整備の対象外である市町
村が設置主体の地域活動支援セン
ターを整備することにより、日中活動
の場を確保する必要があるため、継
続。

県立障害者リハビリテーションセン
ター再編整備事業

健康福祉部 障害政策課

　施設の老朽化による利用者の生活環
境の低下や、利用者の高齢化及び重度
化、更に地域移行の推進など、新たな需
要への対応が求められている。
　このため、県立施設として果たすべき
役割を整理し、機能強化に必要な「新た
な施設の建設」と「現在の施設の改修」
を利用者に配慮しながら、段階的・計画
的に実施する。

医療的ケアを必要とする重
度障害者の生活支援（難病
患者を含む）を充実させる。
また、高次脳機能障害者の
社会復帰のためのリハビリ
訓練を実施する。
さらに、上記サービスの提供
に必要な人材の育成など県
立施設の役割を果たしてい
く。

Ｈ24：生活支援棟機械浴更衣
室の
　　　増改築等の実施設計
Ｈ25：生活支援棟機械浴更衣
室の
　　　増改築等工事、新棟の基
本
　　　設計

- - - 60,000 111,000 53,256

　生活支援棟の機械浴室更衣室の増
改築等やトイレの増築工事などによ
り、入所者の居住環境が向上した。
　新棟の基本設計の完了により新棟
建設のための準備が進んだ。

4
　新棟建設及び既存棟改修のための
実施設計等を着実に進め、早期の着
工を図る。

4
　再編整備基本計画に基づき、段階
的・計画的に実施する必要があるた
め、継続。

障害福祉サービス事業所等
利用状況(人/月)

生活介護
　H22：1,651
　H23：3,572
  H24：3,839
　H25(上半期)：3,869
自立訓練
　H22：    97
　H23：   178
  H24：   255
　H25(上半期)：242
就労(移行・Ａ型・Ｂ型）
　H22：  899
　H23：1,870
  H24：2,212
　H25(上半期)：2,269
グループホーム
　H23：1,089
　H24：1,288
　H25：1,416

生活介護
  4,146

自立訓練
    334
　
就労(移行・Ａ
型・Ｂ型）
  2,525
　
グループホー
ム
　1,544

（※26年度末）
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実績値
（過去４年間）
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区分 評価の考え方
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Ｈ25

Ｈ25
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H26
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決算額

Ｈ２５事業結果

事業の評価と改善の方向性（Ｈ27年度予算への対応）

Ｈ25
当初

（千円）

予算額

Ｈ26
当初

（千円）

Ｈ25
決算

（千円） ※評価区分の凡例
　　1 ．廃止・休止・終了　2．縮小・一部廃止・統合　3．拡充　4．継続
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（
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）
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新
規
／
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担当部局

部局評価 財政課評価

担当課 個別事業概要

目標・指標

成果(結果)を示す項目

目標値

■　障害者歯科診療施設の運営や施設整備を支援し、障害のある人の歯科診療体制を整備します。

心身障害児（者）歯科診療事業委
託

健康福祉部 医務課
　障害者歯科診療体制の充実を図るた
め、障害児(者）専門の歯科診療を委託
により実施する。

障害児（者）歯科２次医療機
関における歯科医師の延べ
従事者数

Ｈ22  :　487人
Ｈ23  :　506人
H24　:  739人
H25  :  724人

710人 710人 710人 20,000 24,213 20,000

　心身障害児（者）歯科診療事業を群
馬県歯科医師会に委託実施した。
　歯科総合衛生センターにおいて、診
療日数232日、延べ患者数5,216人の
実績

3

　一般の歯科診療所では診療が困難
な心身障害児（者）の歯科診療体制を
確保できた。患者数が増加傾向にあ
り、必要な歯科診療を受けることがで
きるように障害児（者）歯科診療体制
を拡充することが必要である。

4

　心身障害児（者）の歯科診療体制を
維持するための経費であり継続。
　今後の提供体制については、現体
制の稼働状況や特別な対応を必要と
する患者のニーズを勘案し検討してい
く必要がある。

(2)障害者の地域生活支援・就業支援の推進

■　関係機関と連携し、相談支援体制を整備するなど、障害のある人の地域生活を支援します。

障害者相談体制支援 健康福祉部 障害政策課

　
　県全体の広域的課題等について、対
応方針等を協議･検討するため、県自立
支援協議会を設置・運営する。
　なお、地域課題や県全域で対応が必
要な事項等を把握するめ、県自立支援
協議会に専門的知識と経験を有する相
談支援アドバイザーを配置し、各地域で
の検討の場に参加する。

各地域で開催される協議会
に、県アドバイザーが参加す
る回数

Ｈ22：181回
Ｈ23：148回
Ｈ24：189回
Ｈ25：171回

150回 150回 150回 6,272 6,146 5,837

　各市町村又は圏域ごとに開催される
協議会（地域の相談支援体制の構築
ほか各種課題を検討するための協議
会）に、アドバイザーが参加して課題
や情報を収集するとともに、必要な助
言を行った。
　県自立支援協議会を2回、専門別サ
ブ協議会を14回開催したほか、新た
な取り組みとして市町村協議会関係
者懇談会を1回開催し、第3期群馬県
障害福祉計画の進捗状況の確認や
サブ協議会の再編、地域課題への対
応方法などの協議を行った。

4

　地域での課題の集約及び広域的・
専門的な観点からの助言を行う相談
支援体制整備事業（アドバイザー事
業）は、地域におけるネットワークを構
築し、中長期的な課題等に対応する
ため、今後も継続が必要。
　また、県全域における課題や分野別
の課題などの検討を行うため、自立
支援協議会は定期的な開催が必要。

4

　障害者が地域で安心して暮らせるよ
う、相談支援体制を整え、広域的な課
題の解決に努める必要があるため、
継続。

精神障害者地域移行支援事業 健康福祉部 障害政策課

　居住先や地域での支援が整えば退院
が可能な入院中の精神障害者（退院可
能な精神障害者）について、本人の意向
を尊重した上で、地域移行を支援する。

退院可能な精神障害者の退
院者数
（Ｈ20年10月からの累計）

Ｈ22（Ｈ23.10まで）：391人
Ｈ23（Ｈ24.10まで）：470人
Ｈ24（Ｈ25.10まで）：506人
H25：－

- 773人
773人（Ｈ26年
度まで）

4,876 4,585 2,996

　精神科病院入院患者との交流によ
り、その退院意識を高めること等を目
的に精神障害者ピアサポーターを養
成。精神科病院へ派遣した。
　また、地域移行に困難を伴う高齢入
院患者を対象とした退院支援会議を
定期的に開催するなどのきめ細かい
退院支援を行った。

4

　退院可能な精神障害者の地域移行
を促進させるため、Ｈ25年度より支援
方法を改め事業をスタートさせたとこ
ろであり、成果を得るためには次年度
も継続して事業を実施する必要があ
る。

4
　入院中の精神障害者の地域移行を
促進するための必要な支援を行う事
業であり、継続。

■　障害者就業・生活支援センターの設置等により、障害のある人の個々の状況に応じた就業支援や生活支援を図るとともに、企業の障害者雇用の促進を図ります。

障害者就業・生活支援センター運
営事業

健康福祉部 障害政策課

　就職や職場への定着が困難、あるい
は就業経験のない障害者に対し、就業
支援及び日常生活、社会生活上の支援
を行う。

支援対象者(登録者)数
Ｈ22：1,817人
Ｈ23：2,499人
H24：2,803人
H25：3,278人

2,900人 2,900人 2,900人
（※26年度末）

54,656 54,656 51,766

　県内8カ所の障害者就業・生活支援
センターに生活支援担当者を配置し、
離職した者又は離職するおそれのあ
る在職者、就職や職場への定着が困
難な障害者等に就業に関する相談及
びこれに伴う日常生活上の相談を
行った。
　県知事が指定する社会福祉法人
（県内8か所）に委託して実施。

4

　委託先の各センターは、就労支援に
関する専門性を有し、適切な就労支
援が可能な事業者として障害者の雇
用の促進等に関する法律に基づき、
障害者就業・生活支援センターとして
指定されている。
　こうした専門機関に事業を継続的に
委託することで、効率的な支援を行う
ことができる。

4
　法律に基づき指定された障害者就
業・生活支援センターの運営に係る経
費であり、継続。

工賃向上計画支援事業 健康福祉部 障害政策課

　障害者支援施設等を利用する障害者
の工賃の向上のため、食品加工や清掃
技術、経営・営業など、各分野の専門家
（コンサルタント）を施設に派遣してアドバ
イスを行う。
　官公需などの大口の受注に応じられる
「障害者就労施設等の共同受注窓口」の
整備を促進する。

就労支援施設等における月
額平均工賃額

Ｈ22：12,743円
Ｈ23：14,945円
Ｈ24：15,973円
H25：16,346円

18,500円 20,000円
20,000円
（※Ｈ26年度）

9,032 19,357 4,881

　障害者施設等で働く障害者の工賃
水準を向上させるため、施設職員向
けの研修会の開催（4回）や障害者施
設等が共同で受注する窓口の検討及
びHPの開設を行ったほか、販売会を
開催する際の会場費用の補助（3
件）、製品向上のため専門家の派遣
（5件）を実施した。

4

　障害者が自立した生活を送れるよう
にするためには、所得水準を向上さ
せることが重要であり、障害者施設等
で働く障害者の所得（工賃）を向上さ
せるため、本事業の実施は必要。
　県内の平均月額工賃はＨ22年度か
ら増加しているが、目標工賃にはまだ
届いておらず、事業の継続が必要。

4

　障害者施設等で働く障害者の工賃
向上のために必要な取組。
　官公需等大口の注文に対応するた
め、H26年10月から共同受注窓口を
設置。

宿泊型自立訓練事業所体験利用
費補助

健康福祉部 障害政策課

　短期間の体験利用制度がない宿泊型
自立訓練事業について、体験利用制度
を創設し、事業の利用を促進することに
より、障害者の地域移行を推進する。

体験利用人数

Ｈ22： -
Ｈ23： -
Ｈ24：15人
H25：22人

27人 27人 27人 1,215 960 534

　宿泊型自立訓練事業所が体験利用
希望者を受け入れやすくするため、事
業所を体験的に利用した障害者が
あった場合において係る費用の一部
について、事業所運営法人に助成し
た。

4

  地域での自立生活を目指す障害者
が、一定期間宿泊し、さまざまな訓練
を行う宿泊型自立訓練事業所は、障
害者が社会生活を行うために、極め
て有効である。
　障害者が事業所を利用する際の不
安解消と事業所の受入準備のため体
験的利用の必要性が非常に高い。
　本事業により、事業所が体験利用希
望者を受け入れやすくなり、また障害
者がサービスを選択する際のきっか
けとなっているため、引き続き実施し
ていくことが必要である。

4

　宿泊型自立訓練事業所への適性を
判断するため、体験利用を行うことで
障害者がサービスを選択する幅が広
がっていることから、継続。



【「はばたけ群馬プラン」重点プロジェクト推進シート】　＜PJ7＞4

実績値
（過去４年間）

評価
区分 評価の考え方

評価
区分 評価の考え方

Ｈ22
Ｈ23
Ｈ24
Ｈ25

Ｈ25
（前年度）

H26
（当年度）

Ｈ27
（総合計画

終期）

決算額

Ｈ２５事業結果

事業の評価と改善の方向性（Ｈ27年度予算への対応）

Ｈ25
当初

（千円）

予算額

Ｈ26
当初

（千円）

Ｈ25
決算

（千円） ※評価区分の凡例
　　1 ．廃止・休止・終了　2．縮小・一部廃止・統合　3．拡充　4．継続

主
な
取
組

（
Ｂ

）

施
策

（
Ｃ

）

事
業

（
Ｄ

）

個別事業（Ｅ）

個別事業名
（予算上の事業または事項）

新
規
／
再
掲

担当部局

部局評価 財政課評価

担当課 個別事業概要

目標・指標

成果(結果)を示す項目

目標値

障害者就労サポートセンター事業 産業経済部 労働政策課

   県庁内に障害者就労サポートセンター
を設置し、関係部局及び関係機関との連
携を強化し、障害者の就労先、職場実習
先の開拓、県庁における特別支援学校
高等部の生徒の職場実習の受入れ等を
実施し、障害者雇用の一層の推進を図
る。

県庁内における特別支援学
校生徒の職場実習受入れ人
数

H25：25人 - 30人 50人 5,484 4,611 4,048

　障害者就労サポートセンターが、関
係部局及び関係機関との連携を強化
し、障害者の就労先、職場実習先の
開拓した結果、61人の就職に結びつ
いた。
　また、県庁における特別支援学校高
等部の生徒の職場実習の受入れにつ
いても好評価を得、26年度は受入先
を地域機関等にも拡大して実施する
に至るなど、障害者雇用の促進に一
定の成果を得ることができた。

4

　本県民間企業の実雇用率及び法定
雇用率達成企業割合ともに大幅に改
善してきているものの、実雇用率は全
国平均に達しておらず、法定雇用率
達成企業割合も５割を下回っており、
更なる取組が必要となっている。

4

　障害者雇用の促進について、県庁
内だけでなく、国及び市町村との調整
役も担っており、多面的な施策実施に
よる相乗効果の発揮のため必要であ
ることから、継続。

障害者能力開発 産業経済部
産業人材育
成課

　障害のある人を対象とした訓練コース
を設定し、職業能力の開発機会の充実
を図る。

訓練生の修了率

Ｈ22：100％
Ｈ23：100％
Ｈ24：91.7％
H25：81.3％

90% 90% 90% 16,469 19,524 10,408

　17コース（介護職員初任者研修1、
パソコンスペシャリストコース1、実践
能力習得コース15)の訓練を実施し、
障害者の一般就労促進及び雇用継
続に資するための、能力開発の促進
を図ることができた。
　受講者32名、修了者25名、就職者
11名(就職退校１名を含む)。

4

　障害者の一般就労を促進する上
で、民間事業所等を活用した訓練の
実施は効果的であることから、引き続
き、関係機関との連携を密にしなが
ら、取り組む必要がある。

4

　障害者就労の支援策としての必要
性から、継続。
　引き続き、訓練内容の充実に努める
とともに、就職の決定につながるよう、
関係機関との連携を一層強化して取
り組む必要がある。

業務支援ステーション
「チャレンジウィズぐんま」

総務部
人事課

総務事務セ
ンター

　障害者雇用を推進するため、県が知的
障害者を非常勤嘱託として雇用し、文書
集配や職員の補助的な業務を担当。県
庁での就労経験を活かして民間企業等
への就職につなげる。

①雇用者数
②民間企業等へのステップ
アップ（再就職）者数

H25 5人 ①5人 ①5人  ①5人②5人 8,500 7,348 6,573

　5名の知的障害者を嘱託として雇用
し、県庁舎内の文書集配やシュレッ
ダー作業、地域機関の除草等を行っ
た。
　次の就労に向けて、それらの作業を
通じて本人の得手不得手を把握、苦手
分野の克服に取り組んだ。また、障害
者就業・生活支援センター等と連携し
障害者就職面接会に4名が出席。うち1
名は面接を通過し約２週間の実習へ参
加したが採用には至らなかった。年度
途中に1名が退職している。

4

　雇用期間更新を含めた最大3年弱
の間に、ステップアップとして民間企
業等への就職を目指すものであり、事
業継続が適当である。

4

　障害者雇用の推進を図るためＨ25
年度から開始した事業であり、知的障
害者が民間企業等へ就業するための
支援策として継続した事業の実施が
必要。

(3)障害者の社会参加促進

■　文化や障害者スポーツの振興などを通じて、障害のある人の社会参加を推進します。

障害者週間記念行事 健康福祉部 障害政策課

　障害のある方の社会参加の推進と障
害のある方に対する県民の理解を深め
るため、障害者週間に併せて障害者作
品展を開催する。

出品数

Ｈ22：215作品
Ｈ23：248作品
Ｈ24：231作品
Ｈ25：284作品

250作品 250作品 250作品 805 757 596

　障害のある方が作成した作品を展
示し、障害者の文化活動の振興及び
社会参加推進に努めた。
　出品者・来場者数ともにH24年度より
増加した。

4

　作品展示により、障害者福祉につい
ての関心と理解を深めることに寄与し
ており、今後も継続して実施する必要
がある。

4
　障害者の自立と社会参加促進を図
るため、継続。

群馬県障害者スポーツ大会運営
委託

健康福祉部 障害政策課

　障害のある方が各種競技を通してス
ポーツの楽しさを体験するとともに、県民
の障害のある人に対する理解を深める
ことを目的とし県障害者スポーツ大会を
開催する。
　障害者スポーツの普及啓発を図るた
め、トップアスリートによる講演会等を実
施する。

参加申込者数

Ｈ22：2,110人
Ｈ23：2,378人
Ｈ24：2,482人
Ｈ25：2,392人

2,500人 2,500人 2,500人 16,994 17,226 16,884

　障害の特性に配慮した競技種目を
設け、障害のある多くの方が参加する
ことで障害者スポーツの普及を図ると
ともに、県民の障害者に対する理解促
進に努めた。

4

　障害のある方が大会に参加し、競技
等を通じてスポーツの楽しさを感じる
とともに、他者との交流を図る機会と
なっている。また、障害に対する県民
の理解を深め、障害者の社会参加の
推進に寄与しており、今後も継続して
実施する必要がある。

4
　障害者のスポーツ振興と社会参加
の促進等を図るため、継続。

全国障害者スポーツ大会選手団
派遣

健康福祉部 障害政策課

　国民の障害に対する理解を深め、障害
のある方の社会参加の推進に寄与する
ことを目的として開催される全国障害者
スポーツ大会に選手を派遣する。

個人競技選手、役員の派遣
者数

Ｈ22：62人
Ｈ23：54人
Ｈ24：53人
Ｈ25：67人

67人 56人 55人 7,541 10,269 6,893
　全国大会に選手を派遣し、競技等を
通じ、障害に対する理解を深め、障害
者の社会参加の推進に努めた。

4

　障害のある方が大会に参加し、競技
等を通じ、スポーツの楽しさを体験す
るとともに、障害に対する県民の理解
を深め、障害者の社会参加の推進に
寄与しており、今後も継続して実施す
る必要がある。

4
　障害者のスポーツ振興と社会参加
の促進等を図るため、継続。

声の広報、点字広報 総務部 広報課

　ぐんま広報の内容を中心とした「声の
広報」「点字広報」を発行し、視覚障害者
に県の情報を提供する。
　委託先：県視覚障害者福祉協会、県社
会福祉事業団

発行部数　（声の広報／点
字広報）
※月当たり
※「声の広報」はCD・テープ
作成数

Ｈ22 135本／450部
Ｈ23 135本／450部
Ｈ24 135本／430部
Ｈ25 135本／415部

135本／415部 135本／415部 135本／415部 2,694 2,702 2,659

　毎月発行（ぐんま広報発行日から1
週間以内）
声の広報　135本×12回
点字広報　415部×12回

4
　視覚障害者に、県の情報を引き続き
提供していく必要がある。

4
　視覚障害者に対する県政情報の重
要な伝達手段の1つのため、継続。

２　障害者福祉の充実　小計 931,100

３　安全で生活しやすい環境づくり

(1)人にやさしいまちづくりの推進

■　誰もが生き生きと心豊かに日常生活を営み、社会活動を行うにあたり、これらを困難にするような住環境のバリアと人の心や意識のバリアを取り除き、また、はじめからバリアを設けないようにするための施策を推進します。

歩道のバリアフリー化 県土整備部 道路管理課
　段差の少ない歩道整備や既設の波打
ち歩道の段差解消など歩道のバリアフ
リー化を図る。

歩道のバリアフリー化率

Ｈ22 ：49％
Ｈ23 ：50％
Ｈ24 ：51.5％
Ｈ25 ：55.7％

53.3％ 54.5％ 56％ 722,000 853,200 1,357,733

　高齢者や障害者も含めた誰もが安
心して通行できる空間を確保するた
め、歩道のバリアフリー化を実施し
た。
・(国)354号外5路線の歩道段差解消
を実施。
・(主)前橋館林線外8路線の電線共同
溝を整備。

4

・歩道のバリアフリー化について
｢55.7%｣　とH25年度目標値を上回って
おり順調に推移している。
　さらに、最終目標値である｢56%｣を達
成できるよう継続して事業を実施する
必要がある。

4
・県民の安心安全のため、誰もが安心
して通行できる道路空間を整備する必
要があり継続。
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目標値

バリアフリー駐車場適正利用促進 健康福祉部 障害政策課

　車いす使用者用駐車場の不適正利用
をなくすため、利用対象者に利用証を交
付するとともに、駐車場管理者と県で協
定を締結し、利用証を持った方が車いす
使用者駐車場を利用できるようにする。

駐車場協力施設数

Ｈ22：664施設
Ｈ23：729施設
Ｈ24：785施設
Ｈ25：796施設

880施設 940施設 1,000施設 1,061 1,000 160
　「思いやり駐車場利用証制度」の普
及啓発に努め、利用証の交付数、協
力施設数ともに増加した。

4

　障害のある方など歩行が困難な方
が、公共施設やショッピングセンター
等の車いす駐車場を利用しやすくする
ことで、社会参加の推進に寄与してい
る。必要な制度見直しを行いつつ、今
後も継続して実施する必要がある。

4
　車いす使用者用駐車場の適正利用
を図るため、継続。

■　民生委員・児童委員や社会福祉協議会等の活動支援など、地域において支え合い、共に暮らすことができる地域社会づくりを進め、地域福祉を推進します。

地域あんしん生活支援（日常生活
自立支援）

※１事業を分割して記載

健康福祉部 健康福祉課
　県社協等が行う、日常生活自立支援
事業を支援し、地域における権利擁護を
強化する。

日常生活自立支援事業の利
用者数

H22：803人
H23：861人
H24：912人
H25：928人

880人 905人 960人 90,610 89,372 89,158

　判断能力が不十分な方が自立した
生活を送れるよう福祉サービスの利
用援助や日常的金銭管理等を行っ
た。

3

　単身高齢者が増加の一途をたどる
など、地域における権利擁護事業の
重要性は高まっており、利用者数に
応じた適正な予算（＝職員）を確保す
る必要がある。

4

　認知症高齢者等の権利擁護を図る
ための経費であり継続。
　職員体制については、利用者数の
状況や職員の活動実績を踏まえて検
討。

地域あんしん生活支援（生活福祉
資金貸付）

※１事業を分割して記載

健康福祉部 健康福祉課

　県社協が行う、生活福祉資金貸付事
業に対する補助を行い、低所得者等の
経済的自立及び社会参加の促進を図
り、安定した生活を行えるよう支援する。

生活福祉資金貸付事業の貸
付件数

H22：1,557件
H23:1,310件
H24:1,220件
H25:1,063件

1,000件
(指標)

1,000件
(指標）

1，000件
(指標)

74,213 69,635 63,698
　低所得者、高齢者、障害者世帯等
へ貸付及び相談等を行い、経済的自
立等がはかれるよう支援を行った。

4

　生活保護の受給者となる前の低所
得者等に対する第2のセーフティネット
としての役割は重要であり、継続して
実施する必要がある。

4
　生活保護に至る前の低所得者の
セーフティネットとして必要な経費であ
り継続。

民生委員・児童委員協議会補助 健康福祉部 健康福祉課

　行政と連携して、地域福祉を推進して
いく地域の要である民生委員・児童委員
の活動を支援するため、県民生委員児
童委員協議会へ活動費等を補助する。

１人あたり活動日数

Ｈ22 ：１３７日
Ｈ23 ：１４０日
Ｈ24 ：１３９日
Ｈ25 ：１３１日

140日 140日 140日 182,021 182,878 182,000

　民生委員・児童委員の活動を支援
するため、その活動拠点である県及
び地区の民生委員児童委員協議会に
対して、運営費、活動推進費及び民
生委員活動の実費弁償としての活動
費の補助を行った。

4

　民生委員・児童委員の活動支援は
地域福祉の推進に不可欠であり、今
後も効果的な執行を検討しつつ、効果
的に取り組んでいく必要がある。

4
　地域福祉の推進のための民生委
員・児童委員の活動にかかる経費で
あり継続。

生活困窮者自立支援
新
規

健康福祉部 健康福祉課

生活保護に至る前段階における自立支
援策を強化するため、自立相談支援事
業を中心に、事業の需要調査・課題抽出
を行う。

事業の需要調査・課題抽出 － － － － － 27,800

(2)社会福祉施設の防災指導

■　高齢者や障害のある人が安心して暮らせるよう、社会福祉施設の立入検査を含めた防災指導等により、安全性の向上を図ります。

建築物違反対策及び建築物防災
対策

県土整備部 建築住宅課

　建築基準法違反建築物への是正指導
等の実施及び社会福祉施設やホテル・
旅館などの特殊建築物の防災対策に係
る定期報告提出の指導等を行う。

社会福祉施設の立入調査件
数及び特殊建築物の戸別訪
問指導件数

H22 ：304件
H23 ：257件
H24 ：432件
H25 ：179件

240件 170件 1,750件 1579 1,374 995
２５２件（ホテル・旅館等１７６件、福祉
施設等７６件）の防災査察を行った。

4

　全国的に多発する火災事故等を受
け、観光客や多くの県民が利用する
建築物への防災査察を継続し、安全・
安心の確保に努めている。また、査察
結果を踏まえ、防火・避難等に対する
違反是正が未完である建築物等への
フォローアップを引き続き推進する必
要がある。

4
　引き続き、指導に万全を期し、県民
の安全・安心を確保していく必要があ
るため継続。

(3)住宅セーフティネットの構築

■　自力では住宅確保が困難な方などが良好な生活環境を確保できるよう、県営住宅の整備や既存県営住宅を有効活用した改修等、住宅セーフティネットを構築します。

住宅供給公社助成 県土整備部 建築住宅課
　中堅所得者向け賃貸住宅（特優賃）の
管理、サービス付き高齢者向け住宅の
建設にかかる費用の貸付等を行う。

特優賃の円滑な管理及び元
総社多機能賃貸住宅の建設
による住戸供給

Ｈ22 ：適切な貸付
　　　　　　　　　1,681,000千円
Ｈ23 ：適切な貸付
　　　　　　　　　1,995,000千円
H24 ：適切な貸付
　　　　　　　　　2,309,600千円
H25 ：適切な貸付
　　　　　　　　  2,281,300千円

特優賃の円滑
な管理及び元
総社多機能賃
貸住宅の建
設、供給

特優賃の円滑
な管理及び元
総社多機能賃
貸住宅の供給

特優賃の円滑
な管理及び元
総社多機能賃
貸住宅の供給

2294722 2,164,222 2,293,319

　特優賃の管理及びサービス付き高
齢者向け住宅の建設に係る費用を貸
し付けることにより、円滑な住宅の管
理及び工事の進捗を図ることができた

4
　住宅セーフティネットの構築及び高
齢者・子育て世帯の居住安定確保の
ために必要な事業である。

4

　引き続き、高齢者向けなど公共性の
高い賃貸住宅の管理、建設等に必要
な資金を公社へ融通していく必要があ
るため継続。

社会資本総合整備（県営住宅建
設）

県土整備部 建築住宅課

　群馬県住生活基本計画に基づき、住
宅困窮者が良好な生活環境を確保でき
るように、県営住宅の整備、住環境改善
を図る。

県営住宅の建替の戸数

Ｈ22 ：建替31戸
Ｈ23 ：建替0戸
Ｈ24 ：建替27戸
H25 ：建替16戸

建替29戸 建替37戸 建替80戸 585,271 339,682 643,420

　建替事業は当初計画より6ヶ月程度
進行が遅れているが、事業完了は当
初計画どおり平成26年度の予定であ
る。

4
　住宅セーフティネットの構築として、
県営住宅の建替及び住戸改善事業
は必要である。

4

　住宅困窮者に対し、一定の居住水
準を満たす住宅を提供する必要があ
るため継続。
　なお、引き続き、過度な投資とならぬ
よう、老朽化の状況や入居率などを踏
まえた上で、計画的な整備に努める
必要がある。

平成２６年度新規事業のため、事業評価対象外
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地域優良住宅への助成 県土整備部 建築住宅課

　中堅所得者等の居住の用に供する公
的賃貸住宅の家賃の一部助成を行い、
県民が優良な居住環境の賃貸住宅に住
み、安心、安全で豊かな住生活の実現を
図る。

補助金交付を円滑に行うこ
とで、入居者の居住の安定
を図る

Ｈ22 ：特定優良民間賃貸住宅
　　    補助　42戸　2,347千円
　　    特定目的借上公共
         賃貸住宅
　　    補助　 96戸　6,385千円
Ｈ23 ：特定優良民間賃貸住宅
　　    補助  23戸　1,289千円
　　    特定目的借上公共
         賃貸住宅
　　    補助 90戸　6,099千円
Ｈ24 ：特定優良民間賃貸住宅
　　    補助  18戸　440千円
　　    特定目的借上公共
         賃貸住宅
　　    補助 90戸　6,328千円
H25 ：特定優良民間賃貸住宅
　　　　補助 4戸　55千円
　　　　特定目的借上公共
　　　　賃貸住宅
　　　　補助 91戸　6,231千円

特定優良民間
賃貸住宅補助
40戸
特定目的借上
公共賃貸住宅
補助
98戸

特定優良民間
賃貸住宅補助
期間終了
特定目的借上
公共賃貸住宅
補助
98戸

特定優良民間
賃貸住宅補助
275戸
特定目的借上
公共賃貸住宅
補助
480戸

7055 6,895 6,411

　特定優良賃貸住宅や特定目的借上
公共賃貸住宅の家賃補助を行うこと
により、入居者の居住の安定を図るこ
とができた。

4

　特定優良民間賃貸住宅補助の群馬
県住宅供給公社に対する補助につい
ては、平成２５年度で補助期間が終
了。
　特定目的借上公共賃貸住宅補助に
ついては、補助期間が平成33年度ま
でとなっており、当該入居者の居住の
安定を図るため、当該家賃補助を継
続して実施していく。

4
　
　過去に整備されたものの家賃の減
額に対する助成であり継続。

住情報の提供 県土整備部 建築住宅課

　住宅、住生活に関する様々な情報を提
供することにより、県民の住まいや住ま
い方に関する知識向上を図る。またこれ
により、安心・安全な住宅取得等を通し
て、より豊かな住生活の実現を図る。

住宅相談件数

Ｈ22 ：876件
Ｈ23 ：774件
Ｈ24 ：804件
H25 ：1,162件

1,250件 1,350件 6,060件 21610 19,798 21,695
　住宅に関する情報提供及び住宅相
談に応じる業務を住宅供給公社に委
託し、県民に住情報を提供した。

4

　「ぐんま住まいの相談センター」は県
内唯一の総合的な住宅関連情報提
供機関であり、今後も必要である。
　なお、Ｈ25の相談者に対して実施し
た満足度調査（５段階評価）では、平
均値が4.38と高評価を得ている。

4

住宅に関する総合的な情報提供を継
続して行う必要があるため継続。
　ただし、県として、住宅専門の相談・
情報提供窓口を設けることの効果を
十分に計測し、県民にＰＲするための
取組を強化していく必要がある。

３　安全で生活しやすい環境づくり　小計 3,755,856

４　社会的に弱い立場の人を守る対策の推進

(1)虐待防止対策の推進

■　高齢者や児童等に対する虐待防止のため、予防・早期発見・早期対応を推進します。

児童養護施設等対策 健康福祉部
子育て支援

課

　虐待を受けた子ども等を里親や施設に
委託して養育する。また、家庭的な養育
環境の中で、きめ細かなケアを実践する
ため、施設の小規模グループケア等を
推進する。

児童養護施設の定員
（地域小規模を除く）

Ｈ22 : 366人
Ｈ23 : 386人
H24 :　422人
H25 ： 412人

412人

※施設の小規
模化と家庭的
養護推進のた
め。

387人

※施設の小規
模化と家庭的
養護推進のた
め。

382人

※施設の小規
模化と家庭的
養護推進のた
め。

2,245,169 2,256,652 2,229,622

　児童保護措置費　　　2,165,039千円
　児童養護施設の環境改善　   7か所
 　　　　　　　　　　　　　　　   3,471千円

4

　虐待を受けたり、家庭で養育できな
い児童等に安全で安心な生活を保障
するために必要な事業であり、今後も
子どもたちにきめ細かなケアを行うた
め、継続して対策に取り組む必要が
ある。

4
　法令に基づく児童保護措置費県費
負担や、児童養護施設の施設整備で
あり、継続。

家庭児童福祉推進 健康福祉部
子育て支援

課

　児童虐待相談等に対応するため、児童
相談所に嘱託相談員等を配置し、体制
を強化するとともに、オレンジリボンキャ
ンペーン等による広報啓発を行う。

通告後24時間以内の安全確
認

Ｈ22 : 96%
Ｈ23 : 95%
Ｈ24 : 94%
Ｈ25 : 91%

100% 100% 100% 66,615 59,969 58,274

　児童相談所体制強化 44,637千円
　オレンジリボンキャンペーンの実施
　　　　　　　　　　　　　　　　  952千円
　市町村の児童虐待防止対策に補助
　　8市町村　　　　　　　　 12,685千円

4

　児童虐待防止のため、関係機関と
の連携強化や人材育成、県民の意識
啓発等、幅広い対策に取り組んでい
る。
　今後もより効果的な手法を検討しつ
つ、継続して対策に取り組む必要が
ある。

4

　児童虐待防止のため、継続。ただ
し、啓発や研修については、事業内容
を見直しの上、より効果的な実施が必
要。

児童相談
再
掲

健康福祉部 子育て支援課

　県内3箇所の児童相談所で子どものあ
らゆる相談に応じるとともに、「こどもホッ
トライン24」を設置し、24時間年中無休で
電話相談や虐待通告に対応する。

児童相談受付件数

Ｈ22 ： 9,374件
Ｈ23 ： 9,233件
H24 ： 8,907件
H25 ： 9,389件

9,450件 9,450件 9,500件 44,935 39,384 39,737

　こどもホットライン24運営 10,913千
円
　　H25 児童相談件数　3,617件
　児童相談所の嘱託医師  4,742千円
　児童相談所の運営費 　24,082千円

4

　児童虐待等、増加する児童相談に
適確に対応することは県の責務であ
る。
　市町村や警察等、関係機関との連
携を強化しつつ、児童相談所の体制
整備等に継続して取り組む必要があ
る。

4
　児童虐待や子育てなど、児童に関
する様々な相談に対応するための経
費であり、継続。

一時保護 健康福祉部
子育て支援

課
　 虐待を受けた子ども等を迅速に一時
保護して安全を確保する。

一時保護所の定員

Ｈ22 : 21人
Ｈ23 : 21人
Ｈ24 : 36人
Ｈ25 : 36人

36人 36人 36人 48,692 49,448 47,446
　一時保護所の運営　　　47,446千円
　　H25　保護児童337人（延7,588人）

4

　虐待を受けた子ども等を、迅速で適
確に保護することは、県の責務であ
る。
　今後も保護児童のきめ細かなケア
に継続して取り組む必要がある。

4
　一時保護所の運営に係る経費であ
り、継続。

ぐんま学園運営 健康福祉部
子育て支援

課

　 虐待を受けた子ども等を施設で保護
育成し、自立を支援する。また、本館改
修工事の実施設計を行う。

児童の生活環境の向上 - - - - 114,325 77,010 104,542

　ぐんま学園の運営 　　 67,621千円
　　H25入所児童38人（延285人）
　ぐんま学園の施設整備 35,879千円
　ぐんま学園の学校教育 1,042千円

4

　県内唯一の児童自立支援施設とし
て、入所児童への支援が必要であり、
今後も、より効果的な支援方法等を検
討していく。

4
　法令に基づき設置された児童自立
支援施設の運営に係る経費であり、
継続。
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（千円）
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決算

（千円） ※評価区分の凡例
　　1 ．廃止・休止・終了　2．縮小・一部廃止・統合　3．拡充　4．継続
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組

（
Ｂ
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／
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担当部局

部局評価 財政課評価

担当課 個別事業概要

目標・指標

成果(結果)を示す項目

目標値

高齢者虐待対応支援 健康福祉部 介護高齢課

　高齢者の権利擁護を推進するため、推
進員の養成研修や身体拘束廃止事例検
討会を開催するとともに、専門職チーム
による高齢者虐待の処遇困難な事例等
の相談窓口の設置や派遣事業などを市
町村に対して実施する。
   また、Ｈ25年度は高齢者虐待防止普
及パンフレット等を作成し、周知を図る。

高齢者虐待対応専門職チー
ムの活動実績

Ｈ22 　:　-
Ｈ23 : 市町村派遣等　　17回
　　　 延べ　27人
　　　 研修会　1回
Ｈ24　: 市町村派遣等　16回
　　　　延べ　21人
        研修会　1回
Ｈ25　: 市町村派遣等　14回
　　　　延べ　21人
        研修会　2回
　　　事例集　600部
　　　ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ　30,000部

市町村派遣
48回
研修会 　1回

市町村派遣
48回
研修会 　2回

市町村派遣
48回
研修会　1回

2,044 1,818 1,649

   研修会及びシンポジウムの開催、
並びに市町村への専門職チームの派
遣等、計画どおり事業を実施し、介護
保険施設等における高齢者の権利擁
護の向上と、市町村における虐待事
例の対応力の向上が図れた。さらに
平成25年度はﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成し、県民
に虐待防止普及啓発を行った。

4

   虐待対応を行う市町村に対しての
相談窓口及び専門職チームの派遣に
ついて、利用されるよう引き続き周知
を図っていく。
   また、今までは発生件数のほとんど
を占める家庭内での虐待に対する市
町村の対応力向上を図ってきたが、
今後は家庭内に加え、施設内で発生
する虐待に対する対応力向上も図っ
ていくこととする。
 

4
　法令に基づき実施する市町村支援
事業であるため、継続。

障害者虐待防止対策支援事業 健康福祉部 障害政策課

　障害者に対する虐待の未然防止や早
期発見、虐待があったときの迅速かつ適
切な対応、再発の防止を図るため、群馬
県障害者権利擁護センターを設置し、使
用者による虐待を発見した者からの通報
又は届出の受理、虐待を受けた障害者
等への支援･相談を行うとともに、関係機
関とのネットワーク体制の構築や、施設
従事者・相談窓口職員等に対する研修
を実施する。
　また、障害者虐待に関する相談や通報
等の窓口となる市町村虐待防止センター
の機能強化のための支援を行う。

障害者虐待防止・権利擁護
研修受講者数、及び開催日
数

Ｈ22：-
Ｈ23：175人(1日)
Ｈ24：242人（5日）
Ｈ25：149人（6日）

延べ400人
(6日)

延べ400人
(6日)

延べ400人
（8日）

5,124 4,595 3,626

　相談窓口の開設、虐待防止・権利擁
護に関する研修、関係機関とのネット
ワーク会議の開催や市町村虐待防止
センターとの情報交換会、虐待防止に
係る広報・啓発、市町村への専門職
チームの派遣等により障害者虐待防
止に関する取組を行った。

4

  障害者の虐待防止・権利擁護を図る
ため、今後も継続して関係機関が連
携を取りながら、事業を進めていく必
要性がある。

4
　法令に基づく障害者権利擁護セン
ター設置経費であり、継続。

(2)認知症対策の推進

■　認知症への理解を広める県民運動や認知症コールセンターの運営など、認知症高齢者や若年性認知症患者に関する普及啓発活動や相談支援活動に取り組みます。

認知症への理解を深める県民運
動推進

健康福祉部 介護高齢課

　認知症に対する理解不足があるため、
認知症サポーターの養成支援やキャラ
バンメイトの養成を行い理解の促進を図
る。

※キャラバン・メイトとは
　 地域で認知症サポーターを養成する
講座の講師役を担う人

①認知症サポーター養成数

②認知症キャラバン・メイト
養成数

①認知症サポーター養成数
Ｈ22 　:　19,062人
Ｈ23 　:　11,386人
Ｈ24　　:　9,474人
Ｈ25　　:　7,800人
②キャラバン・メイト養成数
Ｈ22　:　136人
Ｈ23　:　　86人
Ｈ24　:　　75人
Ｈ25　:　102人
※累計　認知症サポーター
　　　　　　74,026人
　　　　　キャラバンメイト
　　　　　　851人

・認知症サ
ポータ養成数
10,000人

・認知症キャラ
バン・メイト養
成数　100人

・認知症サ
ポータ養成数
10,000人

・認知症キャラ
バン・メイト養
成数　100人

・認知症サ
ポータ養成数
累計80,000人
・
認知症キャラ
バン・メイト養
成数100人
累計1,000人

1,100 1,100 634

   目標値達成に向け市町村と連携
し、養成支援を図った。

認知症サポーター養成数　7,800人

認知症キャラバン・メイト養成数　102
人

4

   目標値達成に向け、引き続き市町
村と連携し、認知症サポーター、認知
症キャラバン・メイトの養成支援を行っ
ていく。

4
　認知症への理解促進を図るための
事業であり、継続。

認知症疾患医療センター運営 健康福祉部 介護高齢課

　認知症疾患に関する早期診断・早期治
療を行うとともに、介護部門との連携を
図ることを目的に、県内１０ヵ所の病院に
「認知症疾患医療センター」を設置し運
営する。

認知症疾患医療センターへ
の相談件数

Ｈ22　: 相談件数　1,969件
Ｈ23　: 相談件数　4,924件
Ｈ24　: 相談件数　6,485件
Ｈ25　: 相談件数　8,696件

・相談件数
5,000件

・相談件数
5,000件

・相談件数
5,000件

22,572 22,500 16,763

    認知症に関する専門医療相談、医
療提供体制の充実により、相談件数、
受診者数の実績が増加したほか、よ
り円滑なセンター運営を図るため、担
当者を集めた会議を開催し連携を
行った。

相談件数　8,696件
受診者数　4,244人

4

   今後も、引き続き相談体制の充実
を図るとともに、地域とのネットワーク
づくりにも、積極的に取り組んでもらう
よう支援を行っている。
   また、現センターの指定期間が27
年度中に満了するため、新たに指定
するセンターの指定手続きを円滑に
行っていく。

4

　認知症の早期診断･早期治療及び
地域の介護部門との連携を図る認知
症疾患医療センター運営に係る経費
であり、継続。

認知症地域連携パス導入検討 健康福祉部 介護高齢課
    医療と介護の連携を図るため、認知
症の方の情報（病状、必要なケア等）を
共有できる体制の整備を推進する。

①情報共有ツールの作成等
の会議の開催

②モデル事業の実施地区の
数

Ｈ24 :　会議開催　2回
Ｈ25 :　会議回数　2回 ・会議開催3回 ・会議開催3回

・モデル地域
　1圏域
（H26）

336 350 122

    認知症の支援に携わる関係者が、
認知症患者の病状、必要なケアにつ
いての情報を共有し、継続的な医療・
介護の提供を行うことを目的に導入す
る認知症地域連携パス作成の検討を
行った。

検討会議　2回開催

4

   モデル地域での試行的運用を踏ま
え、さらに関係者と検討を行ったうえ
で、H27から認知症地域連携パスの
全県への普及を進めていく必要があ
る。

4

　認知症患者が地域で暮らすための
体制構築を図る3年間（H24～H26）の
モデル事業。
　H27年度当初予算編成時に、モデル
事業での効果や課題等を検証し、実
施方法を検討する必要がある。

認知症にかかる研修会開催など 健康福祉部 介護高齢課

   かかりつけ医を対象に認知症に対す
る知識の普及を図るための研修会の開
催と認知症サポート医の養成支援等を
行う。

①かかりつけ医認知症対応
力向上研修の受講医師数
②認知症サポート医の養成
数

①かかりつけ医研修受講医師
数
Ｈ22 :  -
Ｈ23 :　46人
Ｈ24 :　51人
Ｈ25 :　37人
②認知症サポート医の養成数
Ｈ22　:　6人
Ｈ23　:　6人
Ｈ24　:　6人
Ｈ25　:　7人

・かかりつけ医
70人

・認知症サ
ポート医6人

・かかりつけ医
70人

・認知症サ
ポート医6人

・かかりつけ医
70人

・認知症サ
ポート医6人

776 853 825

   かかりつけ医の認知症対応力向上
を図るための研修会の開催や、認知
症疾患の診療に熟知し、かかりつけ
医へ助言等の支援を行う認知症サ
ポート医の養成を行い、地域での支援
体制の強化を図った。

かかりつけ医　37人
認知症サポート医　7人（累計46名）

4

   今後も引き続き、かかりつけ医への
研修、認知症サポート医の養成を行
い、地域での支援体制の強化を図っ
ていく。

4
　地域における認知症医療のための
研修会に係る経費であり、継続。
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実績値
（過去４年間）

評価
区分 評価の考え方

評価
区分 評価の考え方

Ｈ22
Ｈ23
Ｈ24
Ｈ25

Ｈ25
（前年度）

H26
（当年度）

Ｈ27
（総合計画

終期）

決算額

Ｈ２５事業結果

事業の評価と改善の方向性（Ｈ27年度予算への対応）

Ｈ25
当初

（千円）

予算額

Ｈ26
当初

（千円）

Ｈ25
決算

（千円） ※評価区分の凡例
　　1 ．廃止・休止・終了　2．縮小・一部廃止・統合　3．拡充　4．継続

主
な
取
組

（
Ｂ

）

施
策

（
Ｃ

）

事
業

（
Ｄ

）

個別事業（Ｅ）

個別事業名
（予算上の事業または事項）

新
規
／
再
掲

担当部局

部局評価 財政課評価

担当課 個別事業概要

目標・指標

成果(結果)を示す項目

目標値

若年性認知症対策 健康福祉部 介護高齢課

   若年性認知症に対する理解の促進と
一人ひとりが、その状態に応じた適切な
支援が受けられるよう、ニーズの把握や
ケア・モデル事業の実施及び普及啓発を
目的としたパンフレット作成等の支援体
制の整備を行う。

①パンフレット作成数
②若年性ケア・モデル事業
の実施箇所数

①パンフレット作成数
Ｈ22　:　－
Ｈ23　:　パンフレット作成
(10,000部）
Ｈ24　:　－
Ｈ25　:　－
②ケア・モデル事業実施箇所
数
Ｈ22 :　-
Ｈ23 :　-
Ｈ24 :　3ヶ所
Ｈ25 :　3ヶ所

・ケア・モデル
　事業の実施
　事業所3ヶ所

・ケア・モデル
　事業の実施
　事業所3ヶ所

・パンフレット
  作成
  (10,000部）
　　（H26）

5,031 189 2,625

   市町村、地域包括支援センター職
員、企業関係者等を対象に、若年性
認知症に対する理解促進、　普及啓
発を目的とした研修会の開催のほ
か、若年性認知症の特性に応じた
サービスを提供するモデル事業を実
施するなど、若年性認知症に対する
支援体制の強化を図った。

4

   若年性認知症に対する理解促進、
啓発のための研修会を開催し、モデ
ル事業の結果を踏まえ、モデル事業
が県内の事業所で普及するよう対応
を図っていく。

4
　若年性認知症患者が適切な対応を
受けることが出来るように、啓発等を
進める事業であるため、継続。

認知症コールセンター設置運営事
業

健康福祉部 介護高齢課

   認知症の方の継続的な在宅生活を支
援するため、家族等が抱える心配事や
介護に関する疑問などに応える認知症
コールセンターを運営する。

認知症コールセンターの相
談実績

認知症コールセンター相談件
数
Ｈ22 :    184件
Ｈ23 :    315件
Ｈ24 :    405件
Ｈ25 :    335件

相談数
500件

相談数
500件

相談数
500件

807 807 215

相談件数　335件
　相談内容
　 認知症の症状と対応方法　128件
　 医療・薬に関すること　　　　　67件
　介護者のストレス・愚痴等　 　60件
　介護保険サービス　　　　　　　45件
　人間関係　　　　　　　　　　　　　10件
　その他　　　　　　　　　　　 　　　25件

4

   在宅で認知症高齢者を介護する家
族や本人の介護方法等に対する疑問
の解消のみならず、精神的負担感の
軽減を図り、認知症高齢者の継続的
な在宅生活を支援する必要があるた
め、積極的に周知していく。

4

　認知症疾患を抱える本人及び家族
の精神的負担感の軽減を図るコール
センター設置に係る経費であり、継
続。

(3)自殺対策の推進

■　心の悩みを抱える人への相談支援やゲートキーパー養成など、関係機関と連携し、総合的な自殺対策を推進します。

地域自殺対策緊急強化基金事業 健康福祉部

障害政策課
労働政策課
義務教育課
高校教育課

　自殺対策を強化するために造成した
「地域自殺対策緊急強化基金」を原資と
して、市町村やＮＰＯ団体等が行う地域
の実情に応じた自殺対策を支援する。

①年間自殺者数

②ゲートキーパー養成数と
スキルアップ研修受講数

①年間自殺者数（人口動態統
計）
Ｈ22：508人
Ｈ23：:476人
Ｈ24：459人
H25：492人

②ゲートキーパー養成数とス
キルアップ研修受講数
Ｈ22：120人
H23：1,139人
H24：3,236人
H25：2,287人

①
450人以下

②(Ｈ23～25)
4,000人

①
－

②(Ｈ23～26)
4,350人

①
430人以下

②(Ｈ23～27)
4,700人

109,871 57,050 63,069

　地域自殺対策緊急強化基金を活用
し、普及啓発や人材育成事業を実
施。
　市町村や関係団体等が行う相談窓
口の設置、人材養成、普及啓発事業
等に対し、支援した。

1

　財源となっている基金事業は、現時
点では平成26年度限りで終了の予
定。
　Ｈ25年の自殺者数は増加している
状況であり、自殺対策は引き続き継
続する必要がある。

1

　H26年度で地域自殺対策緊急強化
基金が終了するため、廃止。
　今後の対応についてはH27当初予
算編成時に検討。

自殺対策 健康福祉部 障害政策課

　自殺対策連絡協議会を開催するととも
に、自殺やこころの病に対する正しい知
識の普及、自死遺族支援、自殺未遂者
支援等を行う。

同上 同上 同上 同上 同上 2,064 2,021 910

　総合的な自殺対策を推進するため
自殺対策連絡協議会を開催するな
ど、関係機関との連携を図るとともに
自死遺族への支援事業等を行った。

4

　H25年は自殺者数が増加している状
況であり、総合的な対策を継続的に
行う必要があるため、事業を継続する
必要がある。

4
　行政や関係機関、団体が連携し、総
合的な自殺対策を推進するための連
絡協議会等の経費であり、継続。

４　社会的に弱い立場の人を守る対策の推進　小計 2,573,746


